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係 のもとで忘れてはならないのは ，視聴者の利 

1  「企業と政府の 関係」と市民のニーズ 益や ニーズであ る． このことが本稿での 研究 

「企業，政府，および 市民の関係」は ，興味 テーマとなっている． われわれが㈱「放送文化 

あ る研究テーマであ る．経営学が 企業を研究対 基金」の基金を 得て， 「地上放送における 視聴 

象 としていることは 明らかであ るが， これに 加 者 利益と経営基盤に 関する研究」を 行ったのは， 

えて，わが国企業の 行動を説明する 文献には， また「経済合理性と 地域社会合理性」との 関連 

「企業と政府の 関係」を究明することに 重点を で CATV の位置づけを 行ったのは， この テ一 

置くものが少なくない．確かに 今日のわが国企 マを 確認、 し 強調したかったためであ る． ( 放送 

業の行動は，政府の 行政指導との 関係を抜きに 産業経営研究会「地上放送における 視聴者利益 

して語れないのであ り， 「企業と政府の 関係」 と 経営基盤に関する 総合研究 総括報告書」 昭 

の強さを示している・われわれが 本稿で取り上 和 62 年 ml 月・奥村恵一『経営と 社会』同文箱 ， 

げる民間放送会社は ， そもそも郵政省告示 660 昭和 62 年 7 月，第 5 章「経済合理性と 共同社会 

号「放送普及基本計画」 ( 昭和 63 年川戸 ) に 沿 合理性」． ， 

って放送局として 免許を受けたものであ り， こ さらに本稿で 提唱している「エリア 放送」も． 

の計画では，放送対象地域ごとの 放送系の数の 民間放送の放送地域基盤を ，行政上の都道府県 

目標が規定されている   単位でなく，地域住民の 人々の日常の 営みを 基 

ところで「企業と 政府の関係」において 忘れ 盤とした，経済・ 社会・文化などの 纏まりを 持 

てはならないのは ，市民であ る． 「企業と政府 った 空間に求めたらどうかという 趣旨のもとに 

の 関係」が 強 いだけに   とくにこのことを 言わ 展開している   
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他方一般私企業についても ， これが顧客や 地 

域社会の市民とどのように 良好な関係を 保って 

いるかについて ，検討する必要があ る． わが国 

企業は，経営者・ 従業員・株主の 三位一体のも 

とに，政府と 緊密な関係を 保ってきた・ しかし 

顧客から転換した 消費者，そして 地域社会の住 

民にたいしては ，十分な対応をしてこなかった 

と考えられ，両者を 中心として経営環境論 ( 不 lJ 

書音関係論 ) のレベル・アップが 必要とされて 

いる・市民社会と 調和し コーポレート・ - ン チ 

ズンシップを 重視する企業の 行動革新は，近年 

とくに強調されているところであ る． ( 社団法 

人経済同友会「 90 年代の企業の 行動革新」， 

1990 年 5 月・出洲節也監修，コーポレート・ シ 

チズン研究会編『コーポレート・シチズンシッ 

プ』講談社， 1990 ， ) われわれが「企業，政府， 

および市民」の 関係に関心を 持っゆえんがここ 

にあ る． 

2  政府・地方自治体の「墓木 枯想 」における 

企業および市民の 位置づけ 

(1 Ⅰ 「基本構想」における 企業および市民の 重 
視 

つぎは，政府・ 地方自治体という 行政機関の 

立場にたって ，「企業，政府，および 市民の関 

係」を探るというテーマについて 論じたい．近 

年， 国 ・地方自治体の 多くが基本構想を 発表し 

ている・通商産業省の「 21 世紀産業社会の 基本 

構想」，神奈川県の「明日へのかながわくにづ 

くり基本構想」，横浜市の「よこはま 21 世紀プ 

ラン」，川崎市の「基本構想」などであ る． 

これらは， それぞれの社会のビジョンを 描い 

た 社会システム ，モデルであ る．新合理性主義 

の世界観を中心とした 演縄 モデルが，現実にさ 

まざまな形で 展開されている． ここで関心のあ 

ることは，企業と 市民が， これらの基本構想に 

おいてどのような 形でどのような 比重で位置づ 

けられているかということであ る．その詳細は 

別著に譲るが ( 上掲 書 p 経営と社会』，第 6 章 

「近代合理主義と「経営・ 社会」領域の 基本的 

ビジ ， ン 」 ), まず通産省の「基本構想」では ， 

その中心視点が 3 つに 区分されている．①国際 

協調と国際貢献，②創造性の 発揮に よ る産業活 

力の保持，および③新しい 生活文化の創造，の 
3 つ であ る・ ここで，②の 領域が企業であ り， 

③の領域が市民に 相当する．この 報告書でとく 

に興味あ ることは，西暦 2000 年に予想される M 

社という経営の 全体像を描いていることであ り   

この会社は，需要停滞の 中で余裕資金を 財テク 

に 振り向けないで ，借金をしてでも R8m に投 

資をするという 方針を持っている． 

他方，川崎市の「基本構想」では ，人間都市 

を創造することがその 基本目標となっている ， 

ここで人間都市という 都市像は，次の 都市づく 

りの基本理念を 踏まえて形成されている． ここ 

で基本理念は ， a. 基本的立場 ( 平和の追求， 

市民主権 ，および自治と 分権 ) と， b. 基本原 

則 ( 市民生活最優先，民主的平等，科学的計画 
行政，および 効率的都市経営 ) を意味している   

これを見ると ，川崎市の人間都市像は ，主要な 

部分が市民主権 と市民生活最優先という「市民 

のための理念」よって 形成されていることが 分 

かる ． 

それぞれの「基本構想」においては ，企業と 

市民が重要視されており ，それはそれで 結構な 

ことであ る・ただ望むらくは 企業と市民を 単な 

る数字によって 扱 う のでなく，膨らみのあ る 実 

体 として表現できないものか． また企業と市民 

の単なる地域別・ 産業別の分類でなく ， これら 

のイメージを 初棚 と 具現化させる 形を取れない 

ものか・ これに加え，企業や 市民のばらばらの 

政府部局 別 扱 い でなく，纏まりのあ る全体像を 

把握する形を 採れないものか． 

さらに，一方に 企業を他方に 市民をそれぞれ 

置くとき，両者が 相互にかかわり 合 い 接触する 

場面を画くことができないものか．両者の 利益 

が 衝突するケイスは ， 実に様々な形で 見られる   

衝突する両者の 利益の調整にかかわるのは ，行 

政の役割であ るが，この役割を 果たすことは ， 

価値観が多様 ィヒ している今日の 社会では容易な 
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ことではないであ ろう・ しかし これを何らか 

の形で表現できないものであ ろうか． 

(2) 企業と市民の 関係   行政による 謂整 
企業の利益と 市民の利益とが 衝突する場面を 

例示すると次のとおりであ る・ たとえば，企業 

と 市民のそれぞれの 税率は，徴税額が 適切であ 

るとき妥当な 相対的関係が 生ずるのであ るが， 

両者が適切でなければ ，一方が低ければ 他方が 

高 い 税率ということになる． 

また，建築基準法は ，第一種住居専用地域， 

第二種住居専用地域，住居地域，近隣商業地域， 

商業地域， 準 工業地域，工業地域，および 工業 

専用地域と，用途地域を 区分しそれぞれの 地 

域内での建築物の 制限を行っている． この建築 

物の制限によって ，企業と市民の - 住み分け」 

ができているように 見える． しかし住居専用地 

域と工業専用地域というように 歓然と区別され 

ているにしても ，企業とのかかわりで 市民全体 

の 住居環境は決して 好ましいものではないと 思 

われる， とくに地価が 高騰しているとき ，市民 

生活は苦しく ，土地を人手し 市街地を形成でき 

るのは， ほとんど企業に 限られている． 

さらに，水道や 下水道の料金の 支払いにおい 

ても，企業と 市民のあ い だに矛盾する 関係が見 

られる・県や 市は ， 水や下水のサ - ビス提供者 

であ るが，同時にそれぞれの 料金を算定し こ 

れが議会によって 決定される．県や 両の水道事 

業 と下水道事業は ，独立会計のもとで 行われる 

ことが近年の 建て前であ るから，経費負担区分 

の原則が設けられている・ この原則によって ， 

一般会計において 税金が負担すべき 経費と，水 

道，下水道事業会計で 使用者 ( 受益者 ) が負担 

すべき経費が 明確に区分される．下水道事業で ， 

佳日 去が仁拍す べき 絡曹け 自如 A" ゎム " レが九 

道 事業財政の在り 方に関する答申」平成 2 年 8 

月 10 日． ) 

さらに下水道使用者の 中にあ って，小口使用 

者と大口使用者のあ い だで利益が村立する 可能 

性があ る・ それというのも ，下水道使用料体系 

は水量区画別になっており ，少量使用者は 基本 

領だけで済むことがあ り，他方大量使用者は 超 

過額を支払わなければならない． この水量区画 

が多い場合には ， この超過額は 層を重ねること 

になる・基本 領 あ るいは最小水量区画の 料金と 

最大水量区画の 料金の倍数を ，累進度というが ， 

この累進度が 余りに大きいと 大口使用者は 水 

道・下水道使用料を 節約するために ， これらの 

利用から離れて い くのであ る・ このことは， 市 

民 と企業の支払いのあ い だに不均衡が 生じてい 

ることを意味する． この場合には．水量区画ご 

とに，適正な 経費を算定しまた 負担能力を勘案 

して，累進度を 低くすることになろ う ． ( また 

下水道の場合，一般排水と 特定排水の区分があ 

り，資本費の 回収方法が異なることがあ る． ) 

(3) 情報通信ネットワークに 関する「企業，政 

府，および市民」の 関係 

最後に，行政の 立場から企業と 市民のニーズ 

を満たさなければならない 重要な領域の 一つぼ， 

情報通信ネットワークの 構築があ る．情報通信 

ネットワークの 構築については ，国のレベルや 

地方自治体のレベルで ，幾多の計画，構想， 提 

高 が発表されている・いわば ，情報通信ネット 

ワーク構築に 関する「基本構想」が 表明されて 

いるのであ る． 

ここで注目したがのは ，神奈川県の 地域情報 

ネットワークの 構築と地域のインテリジェント 

化について研究した ，かながわ地域情報通信 ネ 
" L ロ 一々 糾空 全山 「錦上室 l rlQ 奴作 け目 ) 
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している．まさに ，地域，情報ネットワークの 構 

築に関連して ，「企業，政府，および 市民」の 

関係が論じられているのであ る・ 

Ⅱ 民間放送会社の 地域別特性一経営戦略と 

リーダーシップの 地域別分析 

1  「企業，政府，および 市民」の関係の 一視 
点としての「高度 帝報 社会におけるエリア 

放送の研究」 

わが国の民間放送では ，政府の主導のもとに ， 

都道府県別の 県 域 放送と都道府県を 束ねた単位 

の 広域放送が行われている．政府の 認可に よ る 

民間放送であ るから，放送対象地域が 行政上の 

都道府県別になることは ，止むをないであ ろう・ 

ただし先に取り 上げた，かながわ 地域情報通信 

ネットワーク 研究会の「報告書」では ，地域の 

ことでもあ りまた情報通信ネットワークの 構築 

のこともあ って ， 県の中に 8 つのゾーンを 描い 

て ， これを地域産業と 地域生活のインテリジェ 

ント化の拠点としている． それだけ，企業と 市 

民にたいしてきめ 細かい地域情報通信の 計画が 

立てられているといえよう． 

われわれも，地域情報通信ネットワークとは 

異なるが，民間放送について 県 よりも小さいエ 

リアを単位として 放送する「エリア 放送」を提 

唱することにしたい． この放送によって ，「企 

業，政府，および 市民」の関係においてややも 

すると忘れられがちな 市民 ( 視聴者 ) の利益を 

守ることになろう．以下われわれの 論点を展開 

していくこととする． 

2  民間放送会社の 地域別特性 
わが国民間放送会社は ，ネットワークの 編成 

によって全国放送を 行ない， 日本のナショナル 

スポンサ一に 応えている．視聴者も ， この放送 

にあ る程度は満足しているといえる・ しかし 

われわれは，全国放送に 対応するエリア 放送こ 

そが，視聴者ニーズを 満たすものと 考えている   

以前われわれは ，民間放送会社が 全国ネット 

ワークを組みながらも ，地域別特性を 持って い 

るはずであ るという前提のもとに ，民間放送会 

社の地域別特性を ， その「経営戦略とリーダー 

、 ンソプ 」に関連して 摘出したいと 考え ， 次の研 

究を行なった． 

それは，奥村恵一 稿 「経営戦略とリーダ p シ 

ップ   民間放送会社のタイプ 別調査にもとづ 
いて   」， 暇浜 経営研究 d, 田円 7), であ り 
次の 7 分冊にわたっている． 

Ⅲ 分冊 『横浜経営研究 ], 第 8 巻第 4 号， 
昭和 63 年 3 月． 

(2) 分冊 暇浜 経営研究』，第 9 巻第 2 号， 

昭和 63 年 9 月． 

(3) 分冊 『横浜経営研究』，第 9 巻第 3 号， 

昭和 63 年 12 月． 

(4) 分冊 暇浜 経営研究 ], 第 9 巻第 4 号， 

平成元年 3 月． 

(5 Ⅰ 分冊 櫃浜 経営研究 ], 第 10 巻第 1 号， 
平成元年 6 月． 

(6) 分冊 『横浜経営研究』，第 10 巻第 2 号， 

平成元年 9 月． 

(7) 分冊 暇浜 経営研究』，第 10 巻第 3 号， 

平成元年 12 月． 

これらの研究は ，民間放送会社の 地域別特性 

をふくめたタイプ 別分析であ る． ここで，地域 

( エリアの一種 ) とは， 県 単位よりも広く ，① 

北海道・東北，②東京，③関東・ 甲信越・静岡， 

④中部・北陸，⑤近畿，⑥中国，四国，そして 
の 九州・沖縄，の 7 地域を指している・ ここで， 

得られた知見ならびに 知見にもとづくわれわれ 

の 考えは，次の 通りであ る   

㈲ 「現在重視すべき 経営環境の認識」との 関 
立での知見 

経営者の環境認識のいかんは ，地域によって 

異なっている．東京は ，「 多 同化の進展と 居間 
競争の激化」をあ まり感じず (28.6%), これ 

にたいして九州・ 沖縄 (93.8%) と北海道・ 東 

北 (78.6%) は，これを強く 感知している・ 東 

京は，まだ 各 局化の余地を 持っているとい い え 

よ、 っ ． 

他方，「スポンサ 一の広告支出の 停滞」は ， 
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スポンサーと 直接接触する 東京 (85.7%) や中 

国・四国 (81.3%) が多い． また， 「制作費の 

高騰」を強く 認めているのは ，制作に多く 携わ 

る近畿 (62.5%) や東京 (57.1%) であ る． 

(2) 「長期的視点から 重視すべき経営環境の 認 
識 」との関連での 知見 

地域別分析で 明確なことは ， まず「 多 同化の 

進展と居間競争の 激化」が， 東京で低く 

(14.3%), 九州，沖縄 (75.0%) と北海道・ 東 

北 (71.4%) で高いことであ る・このことは ， 

各局化と居間競争の 実勢を示しているものとい 

" よ "   

また，次の地域が ， 次の点をそれぞれ 他の地 

域よりも強く 感じている・ 東京では， 「価値 

観 ・ライフスタイルの 変容と多様化」 (71.4%). 

関東・甲信越・ 静岡では「人事管理上の 問題の 

動き」 (61.5%). 中部・北陸では ， 「ニューメ 

ディア時代の 到来」 (55.6%). 

近畿では，「番組制作環境の 変化」 (50.0%). 

中国・四国では ， 「スポンサ一の 広告支出の伸 

び」 (68.8%). 九州・沖縄では ， 「 多 同化の進 

展と眉間競争の 激化」 (75.0%). 

これらを見ると ，各地域の環境条件の 相違の 

有様が ， 良く理解できる 

(3) 「経営戦略の 策定」との関連での 知見 

次に，地域別に ，民放社の経営戦略を 見るこ 

とにしよう・ まず東京は， スポンサーを 重視す 

るのであ り， 「 新 スポンサ一の 開拓」 (100%) 

だけでなく， 「既存スポンサーへの 働きかけ」 

(57.1%) にもかなりの 力を入れる．他方東京 

は，「広告代理店関係」 (14.3%) には力を入れ 

ていない・ これは，広告代理店以外の 販売手段 

を 持っていることと ，代理店との パヮ 一関係が 

同等になりつつあ ることを意味するのであ ろう   

さらに東京は ，制作局であ るため 6 、 :, 「視聴 

者ニーズへの 対 G 」 (42.9%) をしながら，「 高 

視聴率番組の 開発編成」戦略 (71.4%) を重視 

している・ このさい， 「ローカル強調」ではな 

く (0%), 「製作費削減」に 努めることもしな 

い (0 %). 東京の局は，制作コスト 意識型 と 

いうよりも，営業・ 高視聴率番組重視型であ る 

といいうる・ この型は，会社の 停滞 期 というよ 

りも成長発展時のパターンであ り， また東京に 

は何といっても 経営全体に余裕があ り， このこ 

とは，「管理合理化」戦略が 見られない (0%) 
ことからも理解される ， 

東京と対照的な 戦略は，その 他の各地域に 見 

られる・九州・ 沖縄は，スポンサ 一関係の戦略 

が他の地域よりも 相対的にやや 少ないが ( 新ス 

ポンサー 75.0%, 既存スポンサー 12.5%), Ⅰ営 

業マンの増強」に 努め (56.3%), また「制作 

費の削減」を 怠らない (25.0%). 

北海道・東北は ， 「広告代理店関係」を 密に 

しており (50.0%), 中部・北陸は ，「 局 イメー 

、 ジアップ」のために CI やイベントをいっそう 

強く図っている (55.6%). また，関東・ 甲信 

越・静岡は， 「副業関係会社事業」 (15.4%) と 

「関連技術事業」 (23.1%) が少なく， 同様に 

「高視聴率番組開発編成」 (23.1%)) に力を入れ 
ていない． 

最後に中国・ 四国は， 「視聴者ニーズへの 応 

答」 (12.5%) が少ないが，他方「 ロ 一ヵ ル 強 

調」 (56.3%) を行 い ，「管理合理化」 (68.8%) 

を 図ることが多い． 

(4) 「新規事業進出戦略」との 関連での知見 

地域別に，民放社の 新規事業進出戦略を 見る 

ことにしょう ， いずれの地域も 「文字多重 放 

送 」を強く志向していることは ，共通している   

そのなかで東京は ，「都市型 CATV 」 (85.7%) 

と「ビデオソフト」 (57.1%) を強調している． 

また東京が他の 地域よりも目立つのは ， 「書 

籍・出版」 (28.6%) と「レコード」 (28.6%) 

が上ヒ較 的多 い ことであ る． 

また中部・北陸は ， 「キャプテン・ INS 」 

(66.7%) に，近畿と中国・ 四国は ， 「ビデオソ 

フト」 (50.0%, 37.5%) に，それぞれ 力 を入 

れよ う としている． 

(5) 「 10 大株主の持ち 株比率」との 関連での知 

見 

10 大株主の持ち 株上 ヒ 率を地域別に 見ると， こ 
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れが高いのは 近畿の 8 社 59.8% であ り，低いの 

は関東・甲信越・ 静岡の 10 社 40.5% であ る・前 

者で比率を高めている 3 社には，資本金の 小さ 

い，開局の上 ヒ較的 古いラジオ局 2 社が含まれて 

おり，株式集中が 容易であ ることが分かる・ た 

だ ，理由がそれだけというのではなく ， この株 

式集中には，近畿の 思考方法の地域的特性が 見 

られるのではないかと 考えられる． 

(6) 新しい動きの 資本参加とエリア 放送 
民放産業の取締役の 出身母体は多様であ り， 

その参加資本の 多種性を伺 う ことができる・ と 

くに 40 年代以降には ，民放産業には ，新しい動 

きの資本が参入してきた．それは ，伝統的な新 

聞社・放送会社の 資本とは異なる ， U 局 やラ ジ 

オ 居中心の資本においてであ る． これらの間に 

は，個人，地方公共団体，複数株主 ( 筆頭株主 
が複数あ る場合を指す ) などが資本を 拠出して 

いる． これらの株主は ，民放 社を ， ジャーナリ 

ズム に関わる特別な 事業としてではなく ，当該 

株主のニュービジネス 進出の対象としてみてい 

るのであ る． 

民放社への参加資本の 多種性は，民放社の 地 
域社会への浸透， さらに地域社会の 民放社への 

資本参加の活性をも 意味している． この ょう な 

地域社会での 民放 社 と地域資本との 結合の中に， 

われわれの研究テーマであ る「エリア放送」の 

存在意義があ る． 

(7) エリア放送の 経営基盤一一経営の 理念と専 
門性 

地域社会において ，当該民放 社 にたりして， 

誰がまたどの 会社がどれ種の 資本拠出をするの 

か．誰がまたどの 会社の代表者が ，当該民放 社 

の 専任取締役になるのか ，あ るいは兼任取締役 

になるのか．地域社会の 株主が民放 社 に求める 

ものは何か ( エリア放送，企業利益，名士な 
ど ). これらの株主は ，民放社の業務をどの 様 

に 監視してかくのか．地域社会の 資本は，放送 

と他のメディアをどの 様に結合・調整するのか   

これらの問題を 扱い・解決して い くことが・地 

域性を持っエリア 放送の経営基盤を 構築して ぃ 

くことになる ， 

エリア放送が ， どのような株主構成と 取締役 

構成を形成するかは ，一重にその 地域社会の地 
域特性に掛かっている．地域社会での 経済，政 

治，文化についてリーダーシップを 持つ人が， 

その地域特性に 照らして，エリア 放送の重要性 

を念頭におき つ っ，地域資本などの 資源を調 

達・分配し他方利害関係の 調整をするのであ 

る・ このことが，地域社会の 現状と意識を 明ら 

かにし また将来の展望を 開くのであ る・ 

このさい，財界や 官庁の主導型でなく ，わず 

かな株式を持つ 一般市民株主の 有り様や，多様 
な関係者の経営参加を 含めて，エリア 放送の経 

営基盤について 十分検討することが 必要であ る   

エリア放送については ，専任の取締役が ，放 

送や経営の知的な 専門家であ ることが肝要であ 

る． また何にも増して ，放送や経営の 使命，視 

聴者を含めた 利害関係者に 対する責任について ， 

明確な理俳を 持つことが重要であ る・ 

Ⅱ 地方自治体を 中心とした地域情報 ネ、 ッ ト 

ワークとエリア 放送 

1  神奈川県の地域情報 ネ、 ッ トワーク   ゾー 
ン 概念 

国の施策は，テレトピアなどを 中心とした 県 

単位の情報ネットワークを 形成することであ り   

これに応じて 神奈川県や横浜市は ，それぞれ 独 

白の地域情報ネットワークを 形成する努力を 払 

っている． 

まず神奈川県では ，かながわ地域情報通信ネ 

ットワーク研究会が ，神奈川早知事宛てに「か 

ながわ地域情報通信ネットワーク 研究会」報告 

書を答申している． これによると ，神奈川県下 

全域に直って ，各種のプロジェクトが 形成され 

ており， これらのプロジェクトが 地域情報機能 

を持つのであ る． このプロジェクトというのは ， 

新川崎インテリジェントシティ ，横浜ビジネス 

パーク，横須賀リサーチパーク ， 光 映像情報ネ 

ットワークなどであ る． 

仝後の地域情報ネットワークは ，産業，行政． 
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および生活の 各分野のニーズに 基づいて形成さ 

れるものであ り， このニーズに 応じて企業向け ， 

行政向け，および 家庭向けの基本通信サービス 

が計画される・すなわち ，家庭向けの 基本通信 

サービスについていえば ，同ファクシミリ 通信， 

@b@ ソコン通信， (c) ファミコン通信， (d) ビデオ 

テックスなどであ る． 

ここで，企業向けの 行政情報サービス 機関と 

して， IRIS ( 財 横浜・神奈川総合情報セン 

タづがあ るが， その活動は近年軌道にのって 

きており，注目すべきであ る． なお， IRIS は 

地域経済情報サービス 機関基本構想策定委員会 

の「報告書」 ( 昭和 59 年 11 月 ) などに基づいて 

設立されている． 

他方， 県が㈱ TVK の設立などに 大いに力が 

あ ったものの，情報通信ネットワークの 構想で 

は CATV を利用することのほか ，地域放送な 

ど放送手段などについては 十分な検討をしてい 

ないのではないかと 思われる． 

この答申での ，神奈川県のゾ - ン ( 地域 ) の 

数は次の 8 個であ り，それぞれは ，地域産業と 

地域生活のインテリジェント 化の拠点としての 

性格を持っている． このゾーン概念は ，われわ 

ねめ エリア概念に 近いものであ り，参考にすべ 

きものと思われる．①横浜・ 川崎リストラクチ 

ャー・エリア ，②リゾート & リサーチ・エリア ， 

③湘南 渚 ベルト，④ウェストコースト・ベルト ， 

⑤箱 根・湯河原リゾー ト ・エリア，⑥グリーン 

ノ ドレー ，の テクノベルト ，および⑧ハ イ クオリ 

ティヒルズ， 

2  横浜市の地域情報ネットワークー   市民エ 
リア 

横浜市においても ，地域情報 ネ、 ッ トワークの 

形成に努力が 払われている． 「人が集まるとこ 

ろに情報が集まる」として ， 「出会いの場」を 

作った例から 理解できるごとく ，横浜市では ， 

MM21 地区の中心にコンベンション・センター 

を設置し ここに情報産業企業 ( たとえば，第 

2KDD) を誘致して，情報サービス 関連機能 

を備える計画となっている． 

このさい， CATV は，業者主導の 形態が考 

えられている． また， 中小企業向けの 記事情報 

一 ア一 。 タベースの「ユ ー ネット」は，興味深い． 

さらに，横浜市としては ，市民生活に 関する， 情 

報は間接的なものとなるが ， 「市民情報室」が 

キャプテンに ，情報提供を 行なっており ，反響は 

少なくない   

横浜市は， キャプテンの「㈱メディア シ テ ィ 

横浜」を設立し 市民の情報ニーズに 対応して 

いる・ ここで，市民エリアという 概念をイメー 

、 ジ するとすれば ，それは，行政レベルや 経済同 

レベルとは異なるものとなろう． むしろ． 交通 

体系とか生活 圏 とかが，中心となる． 

3  神奈川県と横浜市における 地域放送 

神奈川県や横浜市における 情報手段として ， 

放送について 考えてみよう．神奈川県の 8 つの 

ゾーンについて 想定されている 放送手段は， 

CATV であ る． CATV は個人のニーズにきめ 

細かく応える 好適の手段であ り，今後は，その 

整備と展望が 望まれる． ただし われわれの考 

えているエリア 放送は，有線放送とはかぎらな 

い ・現在の民間放送制度のもとで ，放送局が占 

めている地域の 広さ・範囲を ， その存在理由を 

ふくめて問題にしているのであ る． 

横浜市のキャプテン「㈱メディア シ テイ横 

浜」も，発想を 市民に根ざしており ， われわれ 

の 関心の的であ る． 

4  横浜エフエム 放送㈱と㈱テレビ 神奈川 

つぎに，神奈川県を 中心に電波を 流している 

「横浜エフエム 放送㈱」と「㈱テレビ 神奈川Ⅱ 
に焦点を当てたい． われわれの関心は ，広告料 

WX 入によって運営されている ，現在の民間放送 

会社の在り方に 向けている． 

まず「横浜エフエム 放送㈱」は，英語中心， 

若者向け放送で 注目されている． この会社は， 

生活 圏 中心のエリアというよりも ，若者という 

特定視聴者階層の 分布をねらっている． その 放 
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送の範囲は，神奈川県を 越えて東京まで 広がる 

ものであ り， しかもこの範囲の 拡大は，公告料 

収入の増大を 可能にするものであ る，同社は， 

若者という視聴者の 階層に的を当てているので 

あ って，視聴者のニーズを 探りだし これに応、 

えようとするその 姿勢は的確であ る． ( 小谷野 

修『勇気堂々と 生きる コ 大和出版， 1988). 
「㈱テレビ神奈川」は ， % 減 U 局 放送であ り   

圏内視聴者の 生活に密着している 点で， われわ 

ねめ エリア放送の 会社に近い， この会社が， 県 

域内の視聴者のニーズに 如何に真剣に 応えよう 

としているのであ ろうか． 「テレビ神奈川」は ， 

昭和 47 年 4 月の開局以来，多種多様な 番組制作 

に挑んできた． その中心となった 地域情報・ ス 

ポーツ・音楽の 三本柱は，社員意識の 中に独立 

后 としての自覚と 誇りを育て，同社の 組織ダイ 

ナミックスとなっている． 

同社のテレフォンサービスは ，視聴者サービ 

ス のためのもので ，競馬などスポーツ 中継の途 

中経過など，幅広い 内容を誇っており ，視聴者 

の反応、 も上々であ る． 同社の組織活性化メカニ 

ズム は， トップ・ 社員・視聴者のトリコトミー 

構造であ り，視聴者参加型の 組織概俳は，示唆 

に 富んでいる． ( 「株式会社テレビ 神奈川」，寺 

本義也・永井裕著者代表『メディアとソフトウ 

ェアの組織』 日本の組織第 10 巻，第一法規㈱ ， 

1988). 

M  放送エリアの 概念 

1  エリア放送 

われわれが，エリア 放送について 研究しこれ 

を提唱するのは ，エリア放送が 2 つのメリット 

を 持っていると 考えられるためであ る． 1 つは， 

これが視聴者ニーズに 適合することと ， 2 つは， 

これが民放 社の マーケティンバの 上から好適で 

あ ることであ る． 

Ⅲ エリア放送と 視聴者二一 ズ への適合 

一般的にいって ，視聴者のための 放送は， こ 

れをかぎりなく 細分化・個別化して 個人単位の 

ものにすれば 実現できよう． しかしマス放送と 

しては， この形態は能率的ではなく ，望むべく 

もな い ． この意味で現在の 全国的な広域放送が ， 

能率を保ちながら 視聴者のニーズを 満たしてい 

ることはやむをえな い ことであ ろう． ただし 

視聴者のニーズを い ま以上に充足するためには ， 

視聴者階層と 放送地域について 一層の検討と 工 

夫を加えることが 必要であ る． 

視聴者階層については ， 民放 社は ， 年齢ごと， 

職業ごとなどの 中で，いずれの 階層に的を当て 

るかについて 腐心している． このさい， 一つの 

階層を選べば 他を捨てることになるから ，複数 

の階層に適合するためには 全体として一層多く 

のチャンネルを 必要とすることになろう． 

放送地域については ， まさにわれわれが 論じ 

ているエリア 放送の問題があ る． この場合，視 

聴者のニーズは ，行政単位ごとのものではなく   

生活・文化・ 経済の圏域ごとの 放送によって 満 

たされよう． 生活と文化を 共通にしているだけ 

でなく，経済をも 共通にしている 圏域をどのよ 

うに見出すかが 問われており。 時代の変化をも 

反映できるエリア 選びの問題を ，次項 2 「放送 

エリア」の概俳で 取り扱いたい． 

(2) エリア放送と 民放 社 マーケティンバの 促進 

つぎにエリア 放送は，民放 社の マーケティン 

グや営業にも 役立つものと 考えられる． 一般的 

に，エリア・マーケティンバの 特徴は ， ①市場 

を中心に考え ，行動すること ，②地域差に 配慮 

すること，③細分化市場を 統合すること ，の競 

争を展開することなどであ る． エリア・マーケ 

ティンバは， これらの点から 市場の地域特性を 

捉えることに 意味があ り， これによって 地域市 

場に最適の戦略的対応を 行うことができるので 

あ る ( 米田清純正エリアマーケティンバの 実 

際 コ 日本経済新聞社， 1988, pp.27 一 30), 

もちろん，既存の 民放社から見れば ，新しい 

エリアにアプローチすることは ，ただ出費を 増 

すだけに過ぎないかもしれないが ，エリアの設 

定 内容の如何に よ る会社経済構造の 変化に関心 

が 持たれよ う ． しかしエリア 放送は，後述す 

るごとく，地域コミニュケーションを 前提とし 
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た 地域流通経済圏に 設置されるものであ り， 

CM を提供するスポンサーがこの 経済圏に白りを 

絞れば， スポンサ一企業の 業績を上げることは ， 

困難なことではない． 

2  「放送エリア」の 概念とこれまでの 研究 

ェりァ 放送という場合，具体的にどのような 

エリアを想定するのかは ，難しい課題であ る・ 

現在の民間放送制度のもとで ，新しい，実践的 

な 地域分割を提唱してみても ，既存制度を 変革 

する案は，民放社の 経営基盤をかえって 揺るが 

せるものとして 容認しにくいであ ろう． しかし 

行政の基準をもって 地域を分割した 場合，幾つ 

かの工夫はされたとしても ，それで視聴者ニー 

ズが満たされているとはいいがたい． われわれ 

の提唱する「放送エリア」の 研究の成果を ，視 

聴者利益を反映するための 行政施策で配慮され 

るなど，何等かの 形で役立てばと 考えている・ 

Ⅲ 「放送エリア」に 関するこれまでの 研究 

放送の「エリア」概俳を 用いている調査研究 

は．少ないが 次のように見られる。 1 つは ，現 

在の民間放送制度を 前提とした上で ，行政区分 

( 県 ) を中心として ， エリアを描く 調査であ る・ 

また，エリア・マーケティンバを 志向して，仙 
台・ 富 m . 静岡の 3 地区でエリア・キャンペー 

ンのモデル実験を 実施した研究であ る ( 日本民 

間放送連盟放送研究所「エリア・マーケティン 

グ 中間報告書」 1988 年 4 月， 同 「エリア， 

マーケティンバ 調査営業の研究」 1989 年 5 

月 ). 

つぎにエリア・マーケティンバのために ， 全 

国の都市の成長力と 民力度を測定している 調査 

に ， ①週刊東洋経済『地域経済総覧』臨時増刊， 

1979 年版 と， ②朝日新聞社編㍗ 89 民力』 1989 

があ る．後者の民力の 調査は ， 後で言及するご 

とく具体的で 適用可能性を 持っており， われわ 

れの研究にとって 好適の資料であ る． 

(2) インテリジェント 化拠点としての 7 つの 

ゾーン ( かながわ地域情報通信 ネ、 ッ トワー 

ク研究会「報告言」 ) 

かながわ地域情報通信ネットワーク 研究会 

「報告書」では ，神奈川県を ，上述した (7 頁 ) 
8 つのゾーンに 区分した． このうちハイクオリ 

ティヒルズを 除く 7 つのゾーンについて ，地域 

産業と地域生活のインテリジェント 化拠点とし 

ての適合，性を 探っている． 両者についてそのイ 

、 ノア 一 リジェン トィヒ のためのプロジェクト 名を示 

せば，次のとおりであ る・地域産業のインテリ 

ージェント化のプロジェクト 一句サービス 提供 

センタⅠ②インテリジェント・ビジネスパー 

ク，③インテリジェント・サテライトオフィス ， 

④ソフトハウス・パーク ，⑤共同 VAN セン 

タ一など， 計 11 のプロジェクト・ 

地域生活のインテリジェント 化のためのプロ 

、 ジェクト一一① CATV モデル事業，②文化人 

村， ③都市型インテリジェントリゾー ト， ④ 

HA モデル団地，⑤インテリジェント・カルチ 

ャーコンプレックス ，⑥イベントパーク ，の イ 

ンテリジェント・ハウジンバマー ト， ⑧国際文 

ィヒ 交流村． 

この研究会のいうゾーンは ， 仝 後 実現する上 

記のプロジェクトによってインテリジェント 化 

する産業と生活の 地域であ る， なお， ここで想、 

定 されている映像ネットワークは ， CATV や 
テレビ電話などであ る． 

この「報告書」にもとづいて ，県内全域の 高 

度情報通信ネットワーク 化のために，第三セク 

タ 一方式の株式会社「ケ イ ネット」が 2 年 10 月 

に設立される． 

(3) 都道府県およびその 東 としての広域 目 の 区 

域 ( 郵政省告示 660 号「放送普及基本計画」 

63 年 10 月 ) 

郵政省「放送普及計画」には ，放送の区分， 

放送の区分ごとの 放送対象地域，および 放送対 

象地域ごとの 放送系の数の 目標が規定されてい 

る．テレビジ ，ン 放送については ，一般放送事 

業者の放送 ( 総合放送 ) が，広域放送と 早成放 

送に 区分されている   

広域放送 - 一一関東広域 圏 5 放送系，中京広域 

圏 4, 近畿広域 圏 4 
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県域 放送 一 5 放送系 北海道，岡山県・ 香 
川 県の併合の 2 区域 

4 放送系 宮城県，福島県， 新 

潟県，長野県，静岡県など 9 区 

域 

3 放送系 青森県，岩手県， 鳥 

取県・島根県の 併合など 7 区域 

2 放送系 福井県， 山梨県， 山 

口県，徳島県など loE 域 

1 放送系 茨城県，栃木県，群 

馬県，埼玉県など 15E 域 

ここで，放送対象地域として 区域の概念が 用 

いられている・ この区域には ，広域 圏 単位と都 

道府県単位があ る．広域 圏は ，都道府県の 束で 

あ るから，結局この 区域という単位は ，都道府 

県が基盤であ る． この「基本計画」では ，概ね 

各県に 5 一 1 局を普及させようということであ 

る・ これにたいして ， われわれのエリア 区分の 

議論では，県を 数個の文化圏に 分けようという 

ものであ るから，放送局の 数は，全体としてこ 

の「基本計画」の 数 とそれほど変わらない． た 

だし放送は，その 文化圏に限られるので ，泉 

城よりも狭められる． 

(4) 米田清 紀 氏のエリア・マーケテインバの 地 

域 

地域からのマーケティンバ 発想、 を論じて レ る 
米田氏Ⅷエリア・マーケティンバ・マネジメ 

ント』ダイヤモンド 社 ， 1986) は，地域の意味 

が 多様であ り， また地域は，視座を 確かめうる 

ならばつぎの 理由から具体性を 帯び ， 生き生き 

した生命力を 持ちうるとしている． 

① 地域は，全体社会にたいして 意味を持っ 

ている・ 

② 地域は， ひとつの個体として 独自の存在 

意義をもっている．地域は ，歴史をもつ 時間的 

存在であ り， また環境条件 ( 自然，社会，経済 
など ) により独自，性や 固有時， 性   伝統   を 
創造している・ これが，地域の 多様性と差異を 

もたらす． 

③ 地域は社会的な 存在 ( 人間によって 作ら 

れた，人為的な 社会 ) であ る・ 

同氏は， これらの諸点から ，地域を つ ぎの ょ 

うに定義している．すなわち ，「全体 域 との 関 

係から，地理的，時間的，社会的な 要素を集合 

したあ る空間的な広がり」であ る， ここでは， 

②の規定が重要であ る．地域は，歴史あ る時間 

的存在であ り， また環境条件に 制約される自然， 

社会・経済的存在であ る， ということであ る・ 

3  「放送エリア」概俳にかんするわれわれの 

見解 

先に触れた よう に， われわれの研究は「高度 

情報化社会におけるエリア 放送に関する 総合研 

究」 ( 代表者 奥村 恵 Ⅱであ るが， その放送 
産業経営研究会のメンバーとそれぞれのエリア 

概念についての 見解は次の通りであ る． 

Ⅲ 東山損亡氏のエリア 概念 

①放送制度上のエリア ，②歴史的・ 文化的 ェ 

リア ( 会津，阿波 ), ③生活的エリア ( 東京圏， 

通勤圏，買物置， 一 B@), ④経済的エリア ( 大 

阪経済圏，大阪商圏，エリア・マーケティンバ ， 

経済ブロック ), ⑤ファンクシ ，ナル・エリア 

( 港町，磁器の 生産地 ), ⑥自然的 ( 地理的 ) エ 

リア ( 温暖地域 ). 

定義． 「エリアとは ，政治，経済，社会，文 

化，歴史， 自然 ( 地理 ), 諸機能などを 含む独 

自空間 ( 広がり ) の総称」． したがってエリア 

概念は，利用目的，内包する 諸要求によって 決 

まり，多くの 側面に分類できる・ 

(2) 藤原初 達氏の エリア概念 

① 中 範囲エリア設定の 必要性． 

ァ 放送のメディア 特性から   ヵ バレー 
ジは 広いほど効率的， しかし取材範囲は 

Ⅰ 夫ぃ ほど好音億台   

ィ 人間生活の本質から 一 情報化の進展 
に伴 い 関心の領域は 拡大しているが ， 日 

常の生活行動には 一定の地理的広がりの 

枠が存在する． 

② エリア設定の 基準に関する 考え方 

ア 自然発生的な 新しいコミュニティ 枠の 
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存在が発見できるのではないか． 

イ エリアを構成する 空間は多重構造をな 

しているのではないか． 

*  イメージ空間 ( 情報関心など ) 

*  コミュニティ 空間 ( 地域関心の集中 

する地理的空間 ) 

*  日常行動空間 ( 近隣，通勤，通学， 

買い物，遊びなどの 空間 ) 

X  家庭，職場，遊び 場，教育・ 

文化施設，商店街。 tc 

(3) 伊藤誠二氏のエリア 概念 

伊藤氏は，新聞社のエリア 概念を次のように 

説明している． 

① 配達エリア 

新聞社は，新聞を 主としてトラックで 各地の 

新聞販売店へ 配達する．朝刊と 夕刊を二本立て 

にしたセット 版は，道路網が 整備している 地域 

に配達される・ A 社の東京本社の 配達エリアは ， 

関東の 1 都 6 県，静岡東部，長野，新潟，山梨， 

東北 6 県，青森全域に 及ぶ・これに 対して，朝 

刊と夕刊を一本にした 統合板 は ，静岡， m 梨 ， 

群馬，栃木，茨城のそれぞれ m 間部に配達され 

る・ このように配達エリアは ，電波が到達する 

と 同様な意味で ，新聞が到達する 領域であ る． 

② 地方版エリア 

これに対して 地方版エリアは ，県内の中の 歴 

史的，文化的纏まりであ り，土地に密着した 情 

報の情報共有空間であ る・ さらに，広告のちら 

し配布および 地方版広告の 掲載 @)U 域であ ると 

もいい得る・ このような地方版は ，地域重視， 

地方紙との競合から ，新聞社の細かい 配慮のも 

とに印刷され ，拡充の方向にあ る． この地方版 

エリアは， A 社の東京本社販 が 156 の地方版を 

持っており，神奈川県には ，湘南，相模 野 ，横 

浜，横浜西部，川崎という 5 つの地方版があ る   

他方地方紙の F 社は， 4 つの地方版を 持つが， 

これは ¥¥ の藩を 4 つの地方に 纏 たという歴史的 

経緯があ る． 

われわれのいう 放送エリアは ，後者の地方版 

に相当するものであ る， 

(4) 村瀬真文民のエリア 概念 

21 世紀に地上放送が 存続するためには ，「エ 

リア」に着目し 「エリア」を 基盤とする活動 

を強化し視聴者の 信頼を確保する 努力を ，現 

時点から始める 必要があ る． 

① 住民の関心が 上 ヒ較的 強く及ぶ範囲を『エ 

リアコ と 考える・上からの 行政的発想ではなく   

住民の視点からの 広がりとしてとらえる．調査 

によると甲府市民の 場合は， 甲府市を中心とし 

周辺都県に及ぶが ，地理的に隣接する 必要はな 

く，住民の関心の 内容，行動範囲に 応じて，可 

変，多様であ ると考える． 

② 地上放送は，「エリア」に 関する情報を 

キメ細かく視聴者に 提供し視聴者の 期待に応 

えることを基本的使命とする 必要があ る． この 

ためには，独自の 視点に基づく 情報収集と提供， 

番組制作を行う 体制を整備，強化する 必要があ 

る． また， 「エリア」内の 放送局間の緊密な 連 

携 のための「エリア・ネットワーク」の 構築を 

検討する必要があ る． 

(5) 「放送エリア」の 定義 

放送エリアの 概念については ，上記の諸氏の 

見解を筆者が 要約すれば，一つの 線が出るもの 

と思われる・すなわち ，放送エリアは ， 「放送 

制度上の区域 ( 都道府県と広域 圏 ) ではなく， 

各種の環境条件によって 形成された，独自，性を 

もった，一つの 纏まりあ る空間であ る・それは， 

人々の日常の 営み ( 生活，機能，役割 ), 経済。 

社会，文化，政治， 法 ( 慣習法 ), 歴史 ( 時間， 

伝統 ), 自然 ( 地理 ) などを含み， 他 とは異な 

る纏まりをもつ 空間であ る」・ たとえば， 日常 

の 営みや行動は ，近隣，通勤，通学，買い 物， 

遊び，情報・ 関心事の交換などのための 場所を 

自然に発生させており ，放送エリアはこのよう 

な場所を含んでいる・ なお将来，エリアの 中の 

纏まりは， インテリジェント 化などの方法で ， 

，情報空間をも 含むものとして 持続することが 期 

侍 される   

(6) 甲府市民の「エリア 情報三一ズ」に 関する 

われわれの 謂査 



12  (90) 横浜経営研究 第 Ⅲ 巻 第 2 号 (1990) 

さてわれわれは ，上記研究の 一部として， 甲 

府市民の「エリア 情報ニーズ」について 調査を 

行った (1989. 4). この調査は，視聴者の 生 

活の現実に根ざす「地域性」に 対応すると同時 

に，地上放送の 機能にも適合する「エリア」を 

設定する手がかりを 得るため， 「エリア情報 

ニーズ」の把握を 試みたものであ る． この調査 

の結果に よ ると，たとえば「日常生活に 関わり 

が 深 ぃ地域の範囲」は 甲府市とその 周辺の地域 

であ り ト番数値の多 い 項目， 25.6%), 「どの 

県の出来事に 関心があ るか」 というと東京都 

(76.5%) であ る． また「現在手にいれている 

地域情報」には 多少不満があ り (44.1%), 「必 

要な地域情報を 何から得ているか」というと 地 

元の新聞 (69.8%) からであ る． 

これらの調査結果の 細目については ，別途 報 

吉書で ， 述べることにしたい． 

4  設定可能な「放送エリア」のⅠ 倒 

さて， このような「放送エリア」の 定義と範 

囲 に続いて，具体的にわが 国でどのような ェリ 

アを 設定できるかというと ，容易に線引きでき 

るものではない． しかしここで ，好適な資料と 

して引用できるものは ，朝日新聞社編㍗ 89 民 

力 J 1989. であ る． 

この資料は，全国を ， 110 のエリアと 678 の都 

市圏に区分している・ ここで，エリア (11(M ィ固 ) 

ほ ついては，都市を 中核として，エリア・マー 

ケティンバのために 標準的エリアの 策定 ( 中規 

模圏域   1 県に 2 一 3 エリア ) をしている． 
この策定は， 「地方の時代」の 考え方と， エリ 

ア・マーケティンバの「地域コミュニケーショ 

ン 社会を前提とする 地域流通経済圏」の 考え方 

に基づいている． 

また都市圏 (678 個 ) とは，全国の 地域経済 

の核を構成しており ， また人と生活・ 文化・ 経 

済の繋がりの 中で，行政的要素の 強 い 影響を持 

ちながらも，それを 越えて独自の 有機的な広が 
りに展開していくものであ る． 

東京と神奈川についてみると ，まず東京には 

東京挟械エリアがあ り， この中に 27 の地域があ 

る・つぎに神奈川県関係では ， 7 つの地域があ 

り， ここには 2 つの区部と 16 の都市圏があ る． 

ここで 7 つの地域は，双述のかながわ 地域情報 

通信ネットワーク 研究会「報告書」での 8 つの 

ゾートとほぼ 同数を数えている． 

ここでは，全国を Hlo のエリアに分ける 考え 

方を， まず優先させたい．エリア・マーケティ 

ングによる収益基盤を 確立する必要があ る． 次 

に ，わが国には ，生活・文化・ 経済の纏まりの 

空間が，相当数あ るということが ，説得的であ 

り， われわれの議論を 勇気づけるのであ る． 

v  エリア放送への 方向づけ 

1  「民放社の経営基盤の 確立と視聴者利益の 

充足」に関するⅡ背 

上述のごとく 「放送エリア」は 視聴者利益充 

足の視点に立っている・ ここで，視聴者利益 充 

足 と経営基盤の 確立について 調査したわれわれ 

の以前の研究が 参考になる ( 本稿 1 頁および 4 

頁記載 7 扮冊 参照 ). 

われわれの調査によると ，民放社の経営基盤 

確立の視点 ( 経営者からのアンケート 回答 結 

果 ) と 視聴者利益充足の 観点 ( 有識者からのア 

ンケート回答結果 ) とには，当然であ るが次の 

4 点について，距離があ る・①経営環境の 短期 

的認識については ，経営者は収益 減 と費用増の 

側面から環境を 見る． この経営者の 環境認識と， 

ニューメディアと 社会文化的変容に 関わる有識 

者の環境認識とは ，調整のしようがないほど 差 

異が大きい． 

しかし②経営環境の 長期的認識については ， 

両者の環境認識は 接近したように 見える． それ 

は，社会文化的変容と 放送技術・媒体の 変化の 

面においてであ る． しかし依然として ，経営者 

は収益 減 と費用増を ， ト配し，有識者は 視聴者利 

益にとって重要な 視聴動向， さらには文化教 

育 ・高度通信時代など 幅広い認識を 行っている． 

③短期の経営戦略策定についても ，経営者の 

回答は，さまざまな 営業，制作の 方法をそのま 



企業，政府，および 市民の関係の 一 視点 ( 奥村 恵 Ⅱ (91)  13 

ま 示している． これにたりして 有識者の回答は ， 

番組編成の質の 向上や技術研究開発に 関し ま 

さに視聴者利益をそのまま 充足させるべきとい 

う判断を表している・なお ，両者がともに 重要 
性をおいている 戦略は ， 「 ロ 一ヵ ル の存在意義 

を 強調する」という 項目であ る． 

④経営理俳については ，経営者は，広告機能， 

利益追及， ネットワーク 番組，視聴率アップ ， 

番組制作軽視など ，経営基盤のための 発想がや 

や 強いように思われる． この点については ，視 

聴者利益の視点から 経営者の考えを 少々修正す 

ることが必要と 思われる・ しかし個々の 項目 

についての経営者の 順位づけは，有識者のそれ 

とはほとんど 変わらない． それというのも ， 建 

て 前を旨とする 理念領域での 回答であ るためと 

考えられる． ( 奥村恵一「経営戦略とリーダー 

、 ンップ 7. ト 民間放送会社のタイプ 別調査にもと 

づ い て 一 」， 『横浜経営研究』 10 巻 3 号，平成元 

年 12 月， pp.57 一 65     

2  視聴者利益充足の 立場 

さてこの調査に よ ると，経営者は ，経営基盤 

の確立に力を 入れており， ロ 一ヵ ル の存在意義 

を強調するものの ，視聴者利益の 充足にそれほ 

ど強い関心を 示していない． しかしお ょそ 払金 

業 というものは ，顧客のニーズを 徹底的に充足 

しないかぎり ，顧客から見放されてしま い その 

存在の将来はあ りえな い ． そのため私企業は ， 

組織を改編 し 状況に対応して 高付加価値を 生 

み 出す ニ ソチ市場を創出する． あ わせて， 製品 

を差別化し顧客が 認める最高の 品質を提供し 

最高のサービスを 提供し格段に 敏感な顧客対 

応を身につけるのであ る． 

民放 社 とても私企業であ り，視聴者重視の 姿 

勢を採らねばならない 点では， 変わるところは 

ない． ここで視聴者重視の 立場から，制度面を 

含めて民放 社 のあ るべき姿を記しあ わせてエ 

リア放送の必要性を 明らかにすると 次の通りで 

あ る． 

① 競争の 一 届の導入 

上述の郵政省「放送普及基本計画」では ，都 

道府県ごとの「放送系の 数の目標」が 示されて 

いるが，現実にはその 区域の広告支出の 増大に 

2 0 経営の安定が 確保される見通しが 立っと ， 

局の認可が行われる． このような行政による 局 

の認可は，地域独占をもたらし あ まり視聴者 

利益を追及しなくても 経営の安定が 保証される   

認可された局は ，大勢として 各県で文化圏ごと 

の特色を示すことができないばかりか ， ネット 

系列に加入して 全国的な画一的な 放送を流して 

いる． 

何といっても ，選択可能性の 大きいことが ， 

視聴者利益につながる． ここで，放送局の 自由 

設立を認めよとまではいわないが ， 「放送系の 

数の目標」を 一層増大し視聴者ニーズの 充足 

が経営の確立の 基盤であ ることを認識させるべ 

きであ る． ここで主張したい 目標数は ，県 ごと 

にエリアを 2 一 3 個設置し， それぞれにこれま 

でどおり 幾 っかの局を認可することであ る． 

(2) 視聴者利益のための 番組の制作・ 提供   
多角化，差別化，高品質化，技術革新化， 
高 付加価値イ ヒ   
企業職能および 管理職能の革新が ，民放 社を 

ェク セレントにする 条件であ るが， その内容は， 

番組の制作・ 提供について 多角化，差別化，高 

品質化，技術革新化， 高 付加価値化を 図るとい 

ったことであ る． これらの事項に 努めることが ， 

視聴者のニーズに 応えることになる ， これらの 

個々の項目の 説明をここでは 行なれないが ， た 

だ視聴者を階層ごとおよびエリアごとに 区分し 

それぞれに適合する 番組を革新することが 求め 

られる． 

(3) 視聴者集団地域としてのエリアの 設定   
市場の細分化 

ここで放送エリアの 意味には，次の 3 つ があ 

る．①放送局が 発信する電波が 届く範囲 ( 放送 

対象地域 ), ②放送を受容する 視聴者集団 ( 情 

報要求集団 ) のいる地域，そして③放送される 

情報・ニュースのスケールの 大きさ． ここでわ 

れわれがエリアとしているのは ，②の視聴者集 
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団 ( 情報要求集団 ) のいる地域であ り， これが 

基礎となる．そして ，当然この地域にたりして ， 

放送局は電波 ( 情報 ) を発信するし また放送 

される情報のスケールも 中規模のものが 中心と 

なるであ ろう． 

ここで視聴者集団の 地域としてエリアを 設定 

する意図は，市場の 細分化という 経営戦略の一 

環として，敏感な 顧客対応を勧告するためでも 

あ る．現行のように ，全国にネットを 張って 全 

国的 番組を流し一部ローカル 番組をミックス 

させて，それで 良いということにはならない・ 

民放 社は ，視聴者要求にフィットした 情報を絶 

えず提供する 意欲と貢献が 必要であ る・ 

(4) 放送エリアにおける 視聴者利益とスポン 
サ ー 利益との合致 

放送局が視聴者利益に 今一つ関心が 薄 い のは， 

放送局の収入が 視聴者からでなくスポンサーか 

ら得られるところにあ ろう． どうしても放送局 

の関心がスポンサ 一に向いてしまうのであ る． 

これに加えて ，放送局の広吉収入が ， 中央と地 

方で格差があ り，地方で営業や 制作が容易でな 

いことも，視聴者利益軽視の 一因となっている   

この意味で真の 消費者主権 を確立するために 

は ，現在の広告制度よりも 直接の受信料支払い 
  
帝 Ⅱ度のほうが 適している． もっとも近年スポン 

サ 一の側で，経済圏でもあ るエリアにたいして 

エリア・マーケティンバを 試み，市場戦略を 講 

じている・そうであ れば， ここでスポンサーと 

視聴者のあ いだに相互作用が 生じ ， 同じエリア 

で両者の利益が 合致するといいうる・ 局 側も ， 

エリア放送でその 目的を達成することが 可能と 

なるのであ る． 

( おくむら とく いち横浜国立大学経営学部教授 ) 

        


